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糖尿病専門医が語るカナグリフロジンへの期待［第２回］

疾患・治療情報

糖尿病 グローバルKOLインタビュー

高齢者糖尿病治療UPDATE
「高齢者糖尿病の血糖コントロール目標」を策定された合同委員会の先生方を取材、それぞれのお立場からの
解説に加えて、委員会設立の経緯や本指針への思いなどを全５回シリーズでお届けします。

稲垣 暢也 先生〈司会〉（京都大学大学院医学研究科 糖尿病・内分泌・栄養内科学 教授）
横手 幸太郎 先生（千葉大学大学院医学研究院 細胞治療内科学 教授）

Robert R. Henry先生（Professor of Medicine, University of California, San Diego, Chief, Section of
Endocrinology, Metabolism & Diabetes Veterans Affairs San Diego Healthcare System）

鈴木 亮 先生（東京大学大学院医学系研究科 糖尿病・代謝内科 講師）
綿田 裕孝 先生（順天堂大学大学院医学研究科 代謝内分泌内科学 教授）

詳しくは、田辺三菱製薬 医療関係者情報サイトMedical View Pointをご覧ください。

http://medical.mt-pharma.co.jp 田辺三菱製薬　医療 検索検索

Med ica l  V iew Po in tは田辺三菱製薬が運営する
医師・薬剤師など医療関係者を対象としたWEBサイトです。

会員限定

会員限定

海外のKOL（Key opinion leader）の先生方から、カナグルのデータに対する評価を
コメント頂いております。

（座談会）高齢者糖尿病の治療［第５回］

医療連携

医療情報

医療連携New Approach
「医療連携」をテーマに、先進的・特徴的な取り組みを行っている医療機関を取材し、先生方の思いや具体的な
取り組み内容など、最新の活きた情報をお届けするコンテンツです。

会員限定

大学・病院・診療所で役割分担。
症例検討会で地域のRA治療を標準化。
医師派遣でリウマチ科新設も支援。

［第３回］

2016年度の診療報酬改定時の主な項目について概略
や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の調剤報酬改定時に新設・改定された項目を
中心に概略や算定要件等をわかりやすく解説しています。

2016年度の改訂におけるDPC/PDPS（急性期入院医療の診断群分類に基づく定額報酬算定制度）の基本的な
仕組みやポイントをわかりやすく解説しています。

チーム医療の推進と地域医療者との連携強化。
在宅療養まで切れ目のない支援体制を構築。　
臨床研究部を立ち上げ、ALS医療の向上へ貢献。

［第４回］

は会員以外の方もご覧いただけます。

回は、全都道府県で策定が完了した地域医療構想
と、病院が毎年度実施している病床機能報告制度

の関係について考えてみましょう。
　地域医療構想では、2025年の医療需要（予測患者数）
にもとづき、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の
ベッドをどの程度整備すべきかを明らかにします。そ
の際、１例として高度急性期については、「１日当たり
の資源投入量が3,000点以上」（入院料を除く）などと
規定されました。都道府県では、この基準に則して「高
度急性期のベッドが何床必要」のように計算し、地域
医療構想を策定します。
　一方、病床機能報告制度では、病院が、自院の各病
棟の機能をどう考えるか（現在及び将来）を都道府県
に報告します。ところが最近、「病棟に入院している患
者に対する医療資源投入量を見て、3,000点以上の患者
割合が高ければ高度急性期になる」との誤解が一部に

あることがわかりました。
　実際には、地域医療構想策定における医療資源投入
量は、あくまで「地域で必要なベッド数を計算するた
めの指標」であり、個別病院、病棟における医療機能
とは関係しません。
　たとえば腫瘍内科において、がんのケモセラピーを
行うにあたって高額な抗がん剤を用いれば、「１日当た
り3,000点」の基準は軽くクリアします。しかし、「そ
の患者が、果たして高度急性期の患者だろうか」と考
えれば、必ずしもそうでないことがご理解いただける
でしょう。
　病床機能報告制度において、厚生労働省は一部特定
入院料（救命救急入院料など）と医療機能のひもづけ
を2016年３月に行っており、これからも分析が続けら
れます。こうした点を参考に、今後の病床機能報告を
行っていただきたいと思います。

高度急性期、急性期、回復期、慢性期の
各医療機能の基準をどう考えるのか

回から２回にわたり、患者の在宅復帰を検討して
いくうえで医療者も知っておくべき介護サービ

スの動向を紹介します。在宅復帰のため、現在どのよ
うなサービスがあり、また今後どのようなサービスの
活用が進む可能性があるのかをとり上げますが、今回
は「施設・居住系」サービスを解説しましょう。
　介護サービスの種類には大きく分けて、施設・居住 
系、通所系、訪問系のサービスがあります。医療機関に
とって馴染み深いのは、特に施設・居住系サービスで
しょう。いわゆる介護保険３施設と称する特別養護老
人ホーム（特養）、介護老人保健施設（老健）、介護療養
型医療施設（介護療養）、及び介護付き有料老人ホーム

（介護付き有老）等が該当し、厳密には介護サービスで
はないですが、サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）
もこれに分類されます。この中で看護師が常駐している

サービスは、特養、老健、介護療養、介護付き有老です。
医療必要度が高いケースでは、老健や介護療養が退院
先となるケースが多かったものの、近年ではサ高住（介
護・医療サービスは外づけ）でも積極的に中重度者を
受け入れられるよう、訪問看護サービスや在宅医療ク
リニックを施設に併設したケース、透析設備を具備す
るケース、在宅ホスピス機能を強化するケースなどが
見られるようになってきました。
　病院からの早期退院が求められる中、今後は医療必
要度の高い患者も在宅復帰を迫られるでしょう。現に
直近の介護報酬改定でも、「中重度対応」、「看取り対応」
には重点的評価がなされています。医療・介護に対す
る時代の要望に合わせて施設・居住系サービスも多様
に変化してきており、病院の医療者は地域の事業者の
動向についても確認していくことが重要です。

医療者も知っておくべき介護サービスの動向（１）
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